平成２４年第３回定例会　１２月２６日　討論

◎《本会議録-平成２４年第３回-20121226-027279-諸事項-討論-曽我部久美子議員》


〔曽我部久美子議員発言の許可を求む〕

〇議長（竹内英明）　曽我部久美子さん。

〔曽我部久美子議員登壇〕（拍手）

〇曽我部久美子議員　私は民主党・かながわクラブ県議団を代表して、今定例会に提案された定県第154号議案　平成24年度神奈川県一般会計補正予算並びにその他諸議案に対し、意見・要望を交え、賛成の立場から討論を行います。
　　今定例会で審議中の平成24年度12月補正予算に計上されている小田原高等看護専門学校再整備費補助については、以前より看護師不足が課題となっており、人口10万人当たりの看護職員数は全国ワーストワンとなっている本県にとって、同校の看護師養成施設の再整備を支援することは、看護職員の資質向上及び定着を促進するために必要な経費と考えます。
　　また、これまで要望してきた民間養成機関に対する補助金のあり方について、今回、知事と県医師会との合意により、27年度まで延長されました。今後は、さらに一層の看護人材の増加に向けた取り組みを進め、準看護師の看護師資格取得支援、就業中の看護師の離職防止、定着対策、潜在看護師の再就業支援策など、看護を志し、学んでいる学生、これから学ぼうとする方たちが安心して学び、就業に結びつくよう体制整備を求めます。
　　また、これまで緊急財政対策本部において16回の会議が行われました。県有施設の検討状況、県単独補助金の調整状況、未利用地等の状況についても説明がありました。一定の方向性が出たものもありますが、今後、引き続き協議すべき項目も多々見受けられます。
　　さらに、今議会にも多くの県民の方たちから新たな陳情が出されました。その件数と内容を見ると、現在の検討手法に一定の問題があると言わざるを得ません。市町村、諸団体等に対して丁寧に説明をし、理解をいただくとともに、県有施設のあり方や、補助金の抜本的な見直しに当たっては、対話の広場、県民説明会、県民の代表である我々議会側とも十分に議論を尽くした上で方向性を判断していただくよう、強く要望いたします。
　　次に、本庁機関の再編についてであります。
　　再編の趣旨として、次世代育成やエネルギー問題、県内経済の活性化などの重要な県政課題に対して、迅速かつ的確に対応することができる組織とするため、部局横断的な連携として、各局にクロス・ファンクションを担う課長を配置し、部局間の連携を積極的に推進するとのことであります。
　　さらに、産業エネルギー部や観光商業部などを新たに設置するとのことで、こうした分野へ力を入れていく考えも示されたものと受けとめております。縦割り行政の弊害をなくし、より機能的な県庁組織となることを求めます。
　　次に、神奈川の教育を考える調査会についてであります。
　　教育のあり方については、次代の担い手を育む重要な問題であるだけでなく、児童・生徒や保護者、学校関係者の関心も高く、地域や市町村、企業などと力を合わせて取り組む必要があることから、本調査会を設置して議論が行われているところであります。必要に応じて視察も取り入れ、現場の声もしっかりと受けとめて取り組んでいただきたいと思います。
　　また、本調査会は緊急財政対策の取り組みの一環の側面もあるので、財政的な観点からの議論の状況についても、一定程度、お示ししていただくよう要望いたします。
　　次に、これからの神奈川のあり方についてであります。
　　これまでの議論を踏まえながら、県民からの意見募集に加え、県内経済団体や市町村向けにも説明会等を行っているとのことであります。こうした議論の中で、特に県と政令市との二重行政解消については、協議の場を設けてしっかりと議論するとともに、法改正が必要なものについては、国に対する働きかけも行いながら取り組みを進めるよう要望いたします。
　　さらに、県民に対して、新たな神奈川のあり方を実現することで、どのような県民メリットがあるのかをわかりやすく説明していただくよう、あわせて要望いたします。
　　次に、ストーカー対策についてであります。
　　11月に起きた逗子のストーカー殺人事件は、改めてストーカー事件の恐ろしさや異常性を認識させ、県民のみならず、日本中に大きな衝撃を与えました。
　　今回の質疑の中で、ストーカー事案などの相談については、女性・子どもセーフティ・アドバイザー制度などの体制ができていることは理解いたしましたが、周知についてはまだ十分とは言えません。より多くの県民に知っていただけるよう、窓口の一元化や専用電話番号の設置など、広くわかりやすい周知の検討を要望します。
　　また、ストーカー事案は、今回の逗子の事件のように、個人情報の取り扱いなど対応が非常に難しく、法律や心理学など、多岐にわたる専門的見地が必要と考えます。どのような対応が必要か、そのための研修は十分か、よく検討していただくことも、あわせて要望いたします。
　　次に、朝鮮学校への補助金についてであります。
　　今回、北朝鮮より人工衛星と称するミサイルが発射され、我が国のみならず、国際社会からも非難を受けている状況にあります。
　　本県は、朝鮮学校に対して、県の経常費補助金を交付していますが、拉致問題の授業での教科書記述にあわせて、北朝鮮本国の動向を注視しつつ、今後もしっかりとした対応を行っていくことを強く要望します。
　　次に、来年の４月１日から施行される小型家電リサイクル法についてであります。
　　使用済み小型電子機器等に利用されている金属その他の有用なものの相当部分が回収されずに廃棄されている状況に鑑み、使用済み小型電子機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の適正な処理及び資源の有効利用の確保を図り、もって、生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することが目的となっておりますが、本県では、そこにさらに福祉事業所における分解・分別を神奈川モデルとして、来年１月から伊勢原市で取り組みを始めることは高く評価いたします。
　　今後、市町村へ取り組みを拡充する際の課題をしっかり見据え、関係各所に丁寧に意見を聞きながら推進していただきますよう要望します。
　　次に、「神奈川県地震災害対策推進条例」についてであります。
　　県民の多くが期待している地震災害対策推進条例の取りまとめに当たり、我が会派も提案した石油コンビナートについては、基本理念で言及していただいておりますが、今後、具体の計画や取り組みにおいて、石油コンビナート防災アセスの再調査の実施なども含め、対策が進むように必要な予算の確保、国や他県との連携、県庁内各部署の連携などに注意を払い、県民の安心・安全の確保に努めることを要望いたします。
　　次に、企業誘致施策インベスト神奈川２ｎｄステップについてであります。
　　平成22年度より５年間を取組期間として、既に国内外の企業28件の誘致に成功しています。しかし、ここに来て、企業の破産・事業撤退と２件の交付取消や助成金の返還手続を行うに至っていることは、改めて、県内経済の厳しさを認識させられます。今後も、日本経済の見通しは厳しいことから、助成金交付のための事業審査を徹底するとともに、助成金交付後も企業の経営状況をしっかりチェックするように求めます。
　　あわせて、本県も厳しい財政運営を迫られる中、事業の選択と集中を徹底し、経済・雇用対策を進めるよう求めます。
　　次に、緊急財政対策に係る県営住宅についてであります。
　　神奈川臨調の県有施設の全廃など、センセーショナルな発表や報道から、県営住宅の入居者の皆さんに不安を与える結果となってしまったことはまことに残念です。
　　我が会派として、これまでも入居者の皆さんの不安を解消するために、当局には丁寧な説明をお願いしてきたところでありますが、第３回定例会建設常任委員会に県営住宅の存続を求める内容の陳情が22件提出されました。当局は10月29日付のチラシ等で周知したとの説明でありましたが、いまだに県営住宅の廃止はしないという県の明確な方針が伝わっていないことは問題であると考えます。速やかに説明会を開催するなど、県民の不安払拭に努める真摯な取り組みを強く要望いたします。
　　最後に、クリエイティブスクールのあり方についてであります。
　　生徒の学力や多様性に鑑み、クリエイティブスクールが創設・運営されていることは評価できるものです。しかしながら、クリエイティブスクールに入学を希望する生徒の約半数しか入学できない現状は看過できない状況にあります。
　　このような状況を早期に解消するとともに、残念ながらクリエイティブスクールに入学することができなかった生徒たちが、その後どのような経過をたどっているかについて十分に思いをいたし、生徒の健全な成長と学力向上に資する教育施策に反映されることを要望いたします。
　　以上、意見・要望を申し添えまして、本定例会に提案されました定県第154号議案　平成24年度神奈川県一般会計補正予算並びにその他諸議案に対し、原案すべてに賛成いたします。
　　ご清聴ありがとうございました。
〔拍　手〕
